
災害時等における防災資機材等の貸与、 

情報提供等の協力に関する協定 
 

札幌河川事務所長（以下「甲」という。）と石狩市長（以下「乙」という。）とは、

次のとおり協定をする。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、豪雨等の自然現象、事故等により外水又は内水が氾濫し、又は発生

する恐れがある場合（以下「災害時」という。）に、防災資機材等の貸与、情報提供

等の協力に関して必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力の要請） 

第２条 甲及び乙は、災害時の資機材等を必要とするときは、それぞれ相手方に対して提

供を要請することができる。 

２ 乙は、災害時に甲が保有する河川等に関する情報を必要とするときは、甲に対して提

供を要請することができる。 

３ 乙は、災害時に甲が所有する河川等を監視する情報機器等（以下「情報機器」とい

う。）を操作し情報を収集する必要があるときは、甲に対し使用を要請することがで

きる。 

４ 乙は、甲が所有する石狩地区地域防災施設（川の博物館）等（以下「施設」とい

う。）を災害時に使用する必要があるときは、甲に対し使用を要請することができる。 

 

（要請の手続） 

第３条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した文書で行うものとする。ただし、緊急

を要する時は、口頭、電話等の手段をもって相手方に連絡するものとし、事後、同内

容の文書を相手方に提出するものとする。 

⑴ 要請の理由 

⑵ 要請資機材及び情報等の種類 

⑶ 要請資機材等の数量 

⑷ その他必要な事項 

 

（協力の実施） 

第４条 甲及び乙は、第2条第1項の要請を受けたときは、業務に支障を来たさない範囲で、

保有する資機材等の提供に努めるものとする。 

２ 甲は、第2条第2項の要請を受けたときは、甲が保有する河川等に関する情報の提供に

努めるものとする。 

３ 甲は、第2条第3項の要請を受けたときは、業務に支障を来たさない範囲で、甲が所有

する情報機器を乙に使用させることに協力するものとする。 

４ 甲は、第2条第4項の要請を受けたときは、業務に支障を来たさない範囲で、甲が所有

する施設を乙に使用させることに協力するものとする。 

 

（資機材、施設等の指定及び通知） 

第５条 第2条第1項の規定により要請する資機材等は、予め双方から提示された品目に限

るものとする。 



２ 第2条第3項の規定により要請する情報機器は、予め甲から提示された情報機器に限る

ものとする。 

３ 第2条第4項の規定により要請する施設は、予め甲から提示された施設内の区域及び設

備に限るものとする。 

４ 甲及び乙は、災害時における円滑な協力が図れるよう、備蓄資機材等、防災関係資料

を修正する都度、相手方に通知するものとする。 

 

（資機材、施設等の管理） 

第６条 第4条第1項の規定により提供された資機材等の管理については、提供を受けたも

のが行うものとする。 

２ 第4条第3項の規定により提供された情報機器の管理については、甲が行うものとする。 

３ 第4条第4項の規定により提供された施設の管理については、甲の指導のもと、乙が行

うものとする。 

 

（原状回復義務） 

第７条 第4条第1項の規定に基づき提供された資機材等は、使用する必要がなくなった後、

速やかに返却するものとする。但し、著しい汚れ又は破損により、以降の使用に耐え

ない場合は、同一品又は同等品を弁済するものとし、製造中止等により同一品若しく

は同等品の弁済が不可能な場合は、双方協議のうえ決定するものとする。 

２ 前項の規定による弁済の時期及び方法については、双方協議のうえ決定する。 

３ 第4条第3項の規定に基づき使用した情報機器及び同条第4項の規定に基づき使用した

施設について、乙の故意又は重大な過失により破損等をした場合は乙の負担により原

状回復するものとする。 

 

（経費の負担） 

第８条 第4条各項の規定により提供された資機材等、情報機器及び施設の使用料は無料

とする。 

２ 第4条第1項の規定に基づき資機材等を提供する際の運搬等の経費については、使用者

が負担するものとする。但し、これによりがたい場合は、双方協議のうえ決定するも

のとする。 

 

（連絡責任者） 

第９条 この協定及び事務手続きに関する連絡責任者は、甲にあっては札幌河川事務所副

所長、乙にあっては石狩市総務部長とする。 

 

（協議） 

第10条 この協定に定める事項を円滑に推進するため、甲及び乙は、定期的に協議を行う

ものとする。 

２ 前項に定める協議は、甲又は乙が相手方に通知を行った上で実施するものとする。 

 

（雑則） 

第11条 この協定に定めのない事項及びこの協定に定める事項に関し疑義が生じた場合、

双方協議のうえ、決定するものとする。 

 

 



この協定の締結を証するため本書2通を作成し、甲乙記名捺印のうえ、各1通を保有す

るものとする。 
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